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１ フロント業務（情報提供業務）

■ 情報提供業務の概要

情報提供業務は、法的トラブルを抱えながらも、どこに、誰に、相談したらいい
か分からない方々に対し、
①法制度情報
裁判、その他の法的紛争解決のための制度を有効に利用するための情報

②関係機関・団体の相談窓口情報
弁護士及び隣接法律専門職（司法書士など）の業務に関する情報

を提供するものである。関係機関・団体との連携を図りながら、サポートダイヤル
においては電話とメールと有人チャットで、各地方事務所においては面談と電話で
個別の問合せに対応しているが、それ以外にも、ホームページやチャットボット
（生成AI不使用）、リーフレットなどを活用した情報提供も行っている。

（令和６年度法テラス白書より引用） ２
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※平成18・19年度の地方事務所問合せ件数については、使用していた業務システムが異なるため、正確な集
計値がない。サポートダイヤル問合せ件数は、メール・有人チャットへの問合せ件数を含む。

■ サポートダイヤル問合せ件数の推移（平成18年度から令和７年度）

令和２年度は新型コロナウイルス感染症対策に伴う業務縮小により電話問合せ件
数が減少したが、令和３年度から増加に転じ、令和６年度は更に増加した。
電話・メール・有人チャットによる累計情報提供件数は645万件に達した。

※「その他」には、「高齢者・障がい者」、「犯罪被害者」、「損害賠償」などが含まれる。

（令和６年度法テラス白書より引用）

■ サポートダイヤル問合せ分野別内訳（令和６年度）

問合せ比率の高い分野は、男性については「金銭の借入れ」、女性については
「男女・夫婦」となっている。
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■ 令和６年度にサポートダイヤルで情報提供を受けた利用者の性別、年代

利用者は女性が54.1%、男性が43.7%と女性の割合が高い。年代別では40代
（25.0%）及び50代（19.1%）が全体の４割超を占める。男性は50代（22.5%）
の割合が特に高く、女性は40代（29.8%）が最も高い割合を示しており、男女間で
年代分布に差異が認められる。

（法テラス白書令和６年度版より引用）
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１ フロント業務（情報提供業務）



■ 法テラス・サポートダイヤルの体制
法テラス・サポートダイヤル（コールセンター）は宮城県仙台市に位置し、法的

トラブルで困っている方や犯罪被害にあわれた方からの問合せに対応し、解決に役
立つ法制度情報や相談できる窓口を案内している。
○ 人員構成等（令和８年１月１日現在）

常勤職員 10名
一般常勤職員 １名
スーパーバイザー 12名
オペレーター 92名

○ 業務の実施状況
電話受付時間は、平日は午前９時から午後９時まで、土曜日は午前９時から午

後５時までとなっており、法的問題に関する知識や電話対応の研修を積んだオペ
レーターが対応している。
また、サポートダイヤルに寄せられた問合せを集計・分析し、関係機関への情

報提供及びホームページからの情報発信などに活用している。

■ 法テラス・サポートダイヤルの業務の現状と課題
令和７年度は、電話問合せの急激な増加により、応答率が90％を下回り、占有率

が85％を超える月が生じた。営業時間等を変更せずに、応答率90％を達成するため
には、オペレーターの増員が最も効果的な対策となる。しかし、現在の雇用条件で
は、求人に対する応募者の確保が難しく、令和８年１月の採用数は４名、５月の採
用数は２名に留まっている。今後も、電話問合せの増加傾向が続く場合には、人的
体制の整備が困難なことから、サービスを低下させることなく応答率90％を達成す
ることは非常に困難である。
※応答率：入電件数のうちオペレーターが対応できた件数の割合のこと。平均

90％以上となることが目安とされている。
占有率：オペレーターが業務に当たっている時間のうち、顧客対応（通話時間

や通話後の事務処理時間など）に充てることができている時間の割合
のこと。80％～85％程度が目安とされる。

■ 業務の合理化・効率化に向けた検討状況
チャットによる情報提供では、本来対象外である相談予約のキャンセルや立替金

残高の確認といった問合せが一定数混在し、効率的な情報提供の妨げとなっていた。
そこで、チャット開始画面に対象外の問合せである旨を明示する文言を追加すると
ともに、相談窓口検索サービスへの誘導により利用者の自己解決を促すこととした。
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■ 目標設定と面談・応対チェック

① 目標設定と振り返り面談
全てのオペレーターに対し、年に２回、スーパーバイザーが面談を実施してい
る。４月から５月頃に実施する一回目の面談では、オペレーターが各自の課題を
設定して臨み、９月から10月頃に実施する二回目の面談では、オペレーターの課
題への取組状況をスーパーバイザーが確認・指導する。

② 電話応対中のモニタリング
オペレーターの電話応対中、スーパーバイザーがモニタリングし、応対内容等
に間違いがないか、案内の仕方に改善点はないかなどを確認する。内容や伝え方
に工夫の余地がある場合は、オペレーターが終話した後、「このように話すとよ
い」、「こう伝えるとわかりやすい」といったアドバイスをしたり、参考となる
FAQを伝えるなどしている。

③ 第三者による客観的評価
専門業者にオペレーターの応対記録等の評価を依頼し、その結果をフィード

バックしている。

■ 研修（フルタイムオペレーターの場合）

新規採用オペレーターはまず、新任研修と継続研修を受ける。
新任研修では２か月かけて、サポートダイヤルへの問合せが特に多い分野を集中

的に学ぶ。継続研修では、新任研修で扱った分野以外の分野を１か月かけて習得し、
更に数か月かけて実践をしながら応対技術を身につける。
日々の講義のあとは必ず確認テストを行い、ロールプレイングを実施する。また、

各分野の研修実施後は習得できているかをチェックする「見極め試験」を行い、先
輩オペレーターが付き添う受電応対研修（OJT）を経て、単独応対を目指す。
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１ フロント業務（情報提供業務）

（令和元年度法テラス白書より引用）





２ バックオフィス業務 － ⑴審査業務・提出書類の現状

ア 民事法律扶助業務全体の流れ

受付

相談準備
・問合せ対応等（窓口、電話、手紙）
・相談予約管理（弁護士・司法書士への事前連絡、変更・キャンセル）
・利益相反の確認
・出張相談、特定援助対象者法律相談、巡回相談の担当者の打診・選任

相談実施
・問合せ対応等（窓口、電話、手紙）
・相談者受付 、本人確認
・相談スケジュール進行管理
・申込書、相談票受領
・相談実施情報のシステム入力、ダブルチェック
・相談費不支給決定（期限徒過、署名不備）

審査準備
・審査委員日程調整
・審査に必要な書類の確認
・不足書類の追完依頼
・Web口座登録
・申込書、相談票の不備追完
・職員による起案（資力要件 ・ 勝訴見込み、民事法律扶助の趣旨、立替金額（着手金・
実費など）、決定案作成）

・審査起案内容のシステム入力
・過去の関連事件の添付を含めた審査用一件記録の作成

・問合せ対応等（窓口、電話、手紙）
・扶助制度の説明
・扶助対象外の場合、他機関紹介
・相談内容確認、相手方確認
・本人情報確認（氏名、生年月日、電話番号等）
・資力確認 （住所、家族情報、収入、現金・預貯金、家賃等）
・相談履歴（回数）確認
・利用者情報のシステム入力
・法律相談の予約受付、相談予約管理
・相談場所の案内（センター、指定相談場所、弁護士・司法書士事務所）
・出張相談の事前承認
・特定援助対象者法律相談援助申入れ対応
・巡回相談企画の調整
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２ バックオフィス業務 － ⑴審査業務・提出書類の現状

ア 民事法律扶助業務全体の流れ

援助開始審査

・問合せ対応等（窓口、電話、手紙）
・援助開始決定のシステム入力、ダブルチェック
・決定書作成、ファイリング
・決定通知等発送（郵送）
・契約書、重要事項説明書、口座登録用紙提出管理（受領日入力、内容確認、督促）
・契約書等受領（不備確認、書類保管）
・口座登録用紙受領（不備確認、本部へ送付）
・口座登録（システムへ入力、収納代行業者へ送付）
・不備のある口座登録用紙を被援助者又は地方事務所へ返却
・不服申立に関する対応連絡
・再審査に関する対応連絡
・再審査
・更正決定等
・送金処理（送金に係る決裁：事務局長等）

・問合せ対応等（窓口、電話、手紙）
・審査委員出欠確認
・審査会対応
・審査会後の修正等
・決定内容等の本部照会（高額立替等）
・本部照会に対する回答
・決定に係る決裁（援助開始決定及び業務方法書第９条第１号による援助不開始の場合は事
務局長等。業務方法書第９条第１号以外の援助不開始決定の場合は所長等。）

９
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２ バックオフィス業務 － ⑴審査業務・提出書類の現状

ア 民事法律扶助業務全体の流れ

事件管理
・問合せ対応等（窓口、電話、手紙）
・着手・中間報告書管理（受領日入力、報告内容の確認、報告書等督促）
・関連援助決定
・償還方法変更決定
・償還猶予決定
・追加支出その他決定など
・立担保決定
・高額立担保等に対する本部協議
・不服申立に対する決定
・更正決定等
・決定内容等の本部照会（高額立替等）
・本部照会に対する回答
・決定に係る決裁
○関連援助の場合（援助開始決定及び業務方法書第９条第１号による援助不開始の場合は
事務局長等。業務方法書第９条第１号以外の援助不開始決定の場合は所長等。）

○償還方法変更、償還猶予、追加支出、場合（事務局長等）
○不服申立、立担保援助、更正決定等の場合（所長等）

・決定通知（郵送、ＦＡＸ）
・各種決定のシステム入力、ダブルチェック
・不服申立に関する対応連絡
・再審査に関する対応連絡
・再審査
・第三者予納

終結審査、決定
・問合せ対応等（窓口、電話、手紙）
・終結報告書管理（受領日入力、報告内容の確認、報告書等督促）
・援助終結審査（報酬金、支払方法、償還方法等（決裁：事務局長等））
・審査前の受任者等、被援助者への意見照会
・決定内容等の本部照会（高額立替等）
・本部照会に対する回答
・不服申立に関する対応連絡
・再審査に関する対応連絡
・再審査
・決定通知（郵送）
・送金処理（送金に係る決裁：事務局長等）
・文書保管期限後、文書廃棄 10



２ バックオフィス業務 － ⑴審査業務・提出書類の現状

ア 民事法律扶助業務全体の流れ

償還
・問合せ対応等（窓口、電話、手紙）
・償還金管理 （追加引落）
・償還金管理（払込票作成）
・償還金管理（償還金口座入出金確認）
・償還金管理（過償還金返金）
・償還金管理（預り金管理）
・督促状発送（郵送）
・地方事務所からの本部照会等対応
・本部直接受領分の口座登録用紙対応
・本部口座に入金した償還金への対応
・督促状発送（収納代行業者へ依頼）
・支払督促申立
・猶予 （問合せ対応等）

免除
・問合せ対応等（窓口、電話、手紙）
・地方事務所からの本部照会等対応
・償還免除申請書等受領
・免除に係るシステム入力
・免除申請に伴う償還方法検討
・必要書類の確認
・不足書類・申告内容の追完依頼
・免除要件該当性の検討（償還充当の有無、生活保護受給の有無、収入要件、資産要件、資
力回復困難要件、ひとり親要件など）

・不服申立ての採否の検討
・職権免除・みなし消滅処理
・決定内容等のシステム入力、ダブルチェック
・決定書作成
・決定に係る決裁
・決定通知等発送準備、ダブルチェック
・決定通知等発送（郵送又はメール）
・地方事務所への書類返却（郵送）、ダブルチェック
・ファイリング
・文書保管期限後、文書廃棄（ダブルチェック）
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イ 国選弁護業務全体の流れ

12

２ バックオフィス業務 － ⑴審査業務・提出書類の現状

指名通知依頼
・裁判所から国選弁護人の指名通知依頼書一式（勾留状写し等を含む）の受領（ＦＡＸ）
・指名通知依頼書に対する受領書の返信（ＦＡＸ）

候補者選定
・弁護士会との協議によりあらかじめ調整された名簿・ルールの確認
・要望書、先行事件の有無等の確認
・地域別、事件種別（裁判員裁判対象事件、少年被疑者等）等による名簿選別

指名打診
・選別した名簿を用いて、電話又はＦＡＸにより契約弁護士へ連絡
・被疑事実・公訴事実等の内容説明
・受任意思の確認、契約弁護士からの返答の管理（受任拒否の場合は以上を繰り返し行う）
・システムへの事件情報の入力

指名通知
・指名通知書起案、事務局長決裁
・指名通知書を裁判所へ送信（ＦＡＸ）、指名通知書に対する受領書の受信（ＦＡＸ）
・裁判所からの選任通知書受領（ＦＡＸ）、選任通知書に対する受領書返送（ＦＡＸ）
・記録保管（ファイリング）、システムへの結果入力

報告書受領
・（事件終了後）契約弁護士から報告書受領
・保管記録（指名通知書類一式）と合綴
・本部算定担当へ送付（スキャナー読込、所定フォルダへの格納）

報酬算定
・地方事務所から送付を受けた報告書一式を所定フォルダから印刷
・算定作業（報告書・疎明資料の点検、交通費検索、システム入力、算定結果決裁書印刷）
・ダブルチェック（検算、点検、システム入力内容確認）
・トリプルチェック（特に正確な算定を行う必要の高い一部の事件のみ実施）
・国選弁護課長決裁（課長補佐による代決）
・算定結果決裁書等を地方事務所に送付、地方事務所において記録合綴・記録保管
・（報告書受領から７日以内）契約弁護士に対する算定結果通知（ＦＡＸ）
・（算定結果通知から７日以内）算定結果通知に対する不服申立て
・（不服申立てから７日以内）不服申立てに対する再算定結果通知（理事長又は第二事業部
長決裁）

送金
・報酬等金額確定が月の前半（１日から１５日）の場合は翌月５日に、月の後半（１６日か
ら末日）の場合は翌月２０日に送金



ウ 提出書類の現状

■ 法テラスへの提出書類の概要
法テラスの各制度の利用に当たり、提出を求めている書類は以下のとおりであり、

おおむね次のように分類できる。

13

基本契約関係書類 各制度により事務を取り扱うことについて、弁護士・司法書士が法
テラスとの間で締結する契約の締結・変更・解約等の手続書類

申込書・報告書等 個別の事案の事務を取り扱うに際し、各制度の利用を申し込み、活
動の進捗・内容・結果等を報告する書類

疎明資料 申込書や報告書等の記載内容を疎明するための資料となる書類

■ 基本契約関係書類、申込書・報告書等
計211の書式を定めている。

■ 疎明資料
申込書・報告書等の記載内容を疎明する資料の提出を求める場合がある。
例えば、民事法律扶助における代理援助・書類等作成援助の申込みに際しては、

次頁の「審査に必要な書類」に記載された資料の提出を求めている。
そのほか、各制度において、主として報酬金・実費等の支出を決定又は算定す

るため、次のような疎明資料の提出を求めている。

業務区分 基本契約関係 申込書・報告書等 計
共通（民・犯・国・受託） 2 ー 2

民事法律扶助 5 85 90

国選弁護等関連 2 41 43

犯罪被害者支援 3 44 47

受託業務 4 25 29

計 16 195 211

分類 要疎明事項（例） 提出資料（例）

活動状況 【国選弁護】被疑者との接見 接見資料

実費支出 【共通】実費の支出 領収書 等

結果・成果

【共通】事件処理の結果 判決書・調停調書・示談
書 等

【共通】金銭以外の受益の評
価額

不動産登記事項証明書・
固定資産税評価額証明書、
車検証・買取見積書 等

２ バックオフィス業務 － ⑴審査業務・提出書類の現状



■ 民事法律扶助審査の必要書類一覧
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２ バックオフィス業務 － ⑵ 業務効率化・デジタル化の取組
ア 集約化

■ 業務集約化の現状について
民事法律扶助業務など、法テラスが実施する業務の運用に係る事務は全国61か所

の拠点（地方事務所50，支部11）で取り扱われているが、これら拠点のうち３分の
２強は、各業務の運用に係る事務に従事するものとして配置されている常勤職員の
数が５名以下の小規模な拠点となっている。これらの拠点では、必然的に各職員が
複数の業務を兼任しており、それだけより広い知識・経験が求められることとなる。
各制度の適正かつ円滑な運用を確保するためには、全ての拠点に相応の知識・経

験を持つ職員を配置しなければならない。しかし、常勤職員に対して毎年実施して
いる人事希望調査では、首都圏や京阪神の拠点での勤務を希望する職員が多く、そ
の他の地域の拠点での勤務を希望する職員は必要数に満たない状況となっている。
このため、特に年度途中で欠員が生じた場合には、各拠点における人的体制の確保
に苦慮している。
そこで、まず、民事法律扶助業務に係る事務及び平日における国選弁護人等指名

通知に係る事務の集約試行に取り組んでいる。

■ 民事法律扶助業務に係る事務の集約試行の取組
○ 取組の概要

援助開始決定などを行うプロセスの中で、職員は提出書類に基づき資力等の援
助要件を満たすか確認し、必要に応じて資料の追完を求め、また、規程等に基づ
き決定書案を作成するなどの準備的な事務を行っている。これらの事務の集約試
行を令和７年度から実施しており、令和８年７月現在、４地方事務所において試
行している。

民事法律扶助業務に係る事務の集約試行のイメージ
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○ 試行により判明した課題
① 拠点ごとに具体的事務処理方法に違いがあること

各拠点における民事法律扶助に係る具体的事務処理については、民事法律扶
助協会各支部（各地の弁護士会に対応）での事務処理方法を引き継いでスター
トしたという経緯があるため、弁護士・司法書士への連絡方法、決定書等への
記載の言い回しなどの規程等に関わらない部分について拠点ごとに慣行の違い
が様々ある状態である。

② 援助事件記録等の資料が全て紙であること
現在の規程では、援助事件記録は各地方事務所に紙ベースで保管することと

されている。このため試行では、集約元において資料をスキャンしてPDF化し、
ネットワークドライブを介して集約先に提出することとしているが、従前どお
り各拠点で事務を処理する場合には不要な作業となるため、集約元にとって負
担となる。

○ 今後の取組予定
① 事務の標準化に向けた取組

各地の具体的な事務の内容を調査・確認した上で、標準化を模索していく。
② 援助事件記録等の資料の電子化に向けた取組

令和10年に予定している弁護士・司法書士ポータルの導入により、電子機器
による援助申込書等の提出が広がり、これにより援助案件記録の電子化が進む
ことが期待される。
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■ 平日における国選弁護人等候補者指名通知業務に係る事務の集約試行の取組
○ 取組の概要

国選弁護人等候補者指名通知業務とは、裁判所からの依頼を受け、国選弁護
人・国選少年付添人（以下「国選弁護人等」という。）の候補者となる弁護士を指
名し、裁判所へ通知する業務である。典型的には、職員は、裁判所からの依頼を受
け、弁護士会との協議により定める「配てんルール」に則り、弁護士会から提供を
受ける「配てん名簿」に登載された弁護士へ電話等により順次連絡して受任を打診
し、承諾を得て指名通知書を作成し、裁判所にファクシミリで送付・通知する。ま
た、弁護士に対し、裁判所から送付された指名通知依頼書、勾留状ないし起訴状の
写し等の資料をファクシミリで送付する。
これらの事務の集約試行を令和７年度から実施しており、令和８年７月現在、

２つの地方事務所を「集約先事務所」とし、それぞれ２地方事務所（集約元事務
所）の事務の集約を試行している（フローについては以下の図を参照）。
なお、休日における国選弁護人等候補者指名通知業務については、既に高等裁

判所本庁所在地等、比較的規模の大きい地方事務所に集約している。

○ 試行により判明した課題
① 具体的事務内容や１件当たりの処理に要する事務量の地域差

管轄ごとに配てんルールが異なり、複雑なものとなっている場合がある。ま
た、受任する弁護士が見つかるまで、複数人への打診を行わなければならない
場合もある。

② 指名通知依頼書等の資料が紙媒体であること
裁判所及び弁護士との間での国選弁護人等候補者指名通知依頼書等の関係書

類はファクシミリでやり取りをしている。
また、現在の規程では、国選弁護等事件の管理は集約元の地方事務所が所管

するものとなるため、集約先事務所は関係書類を複合機でスキャンしてＰＤＦ
化し、ネットワークドライブを介して集約元事務所に共有する必要がある。
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○ 今後の取組予定
① 集約の取組の進め方

集約に当たっては、各地の弁護士会等との協議を行い、配てんルールの調整
等を図る必要もあるため、協議の状況も踏まえながら段階的に集約を進めてい
く予定である。

② 国選弁護等事件記録の電子化に向けた取組
令和９年には、指名通知依頼書の受領・指名通知書の送付等、裁判所との間

でのやりとりが電子化されることが予定されている。また、令和10年には、弁
護士・司法書士ポータルの導入により、弁護士との間での書類のやりとりも電
子化される見込みである。
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イ 第5世代システム

■ 法テラスにおける第五世代システム構想
インフラ共通基盤の耐用年数（ライフサイクル）は５年となっており、現在の第

四世代システムの耐用期間がR5.5~R10.5となっていることから、次期システムと
して第五世代システムの構築に向けて準備を進めている。
令和10年度に予定されている「第五世代システム構想」に至った問題意識は以下

のとおり。
利用者ファーストの実現

利用者からセンターへの
アクセス手段が電話・郵
送・対面に限定されてお
り、民事法律扶助の被援
助者が償還残高の確認を
するために地方事務所へ
問合せをしなければなら
ないため、利用者がデジ
タル化の恩恵を受けられ
るようにしたい。

センターのデジタル化を進めるために業務統合管理システムを再構築し、
利用者及び契約弁護士・司法書士が使えるポータルサイトを構築する

裁判のIT化との整合性

弁護士・司法書士とセン
ターの連絡手段は、紙・
FAX・郵送・電話となっ
ている。裁判のIT化が進
展する中で、センターも
IT化を進める必要がある。

働き方改革等への対応

紙を基本とした業務と
なっていることから、テ
レワークの実施が困難と
なっている。業務応援等
を考えたときに、ペー
パーレス化は必要である。

データの利活用

紙に書かれたものを読み
取ってシステムに入力し
ているが、弁護士・司法
書士が入力したデータを
使うことができれば、職
員の労力が減ることが期
待できる。また、データ
の取得対象が増えること
で、データに基づいた施
策の検討等がしやすくな
る。

◆ 用語説明

業務統合管理システム 民事法律扶助業務、国選弁護等関連業務、犯罪被害者支援業務においてセン
ター職員が使用する基幹システムの名称。

インフラ共通基盤 センター職員が使用する業務端末、データセンターにある各種サーバ類、クラ
ウド、通信回線等のこと。

シンクライアントシステム/
シンクライアント端末

端末本体にはデータを保存せず、アプリケーションの実行やデータ保管はサー
バで行い、その内容を端末に映すシステムのこと。専用の通信回線が有効でな
ければ動作すらしないため、端末の紛失等による情報漏えいのリスクは低い。

FAT端末/セキュアFAT端末
市販のパソコンのように、端末だけで多くの機能を実行させられるPCのこと。
セキュアFATとは、データ保管を一部オンラインで行うなどの方法により、端
末を紛失等しても情報漏えいのリスクを回避できる端末のこと。

弁護士・司法書士向け
ポータル

契約弁護士・司法書士が利用することとなるシステム。このシステムを通じて
契約弁護士・司法書士からセンターへの申請や報告、センターから契約弁護
士・司法書士への通知等を行う。弁護士・司法書士本人だけでなく、事務職員
にもアカウントを発行する予定。

利用者向けポータル
民事法律扶助の代理援助・書類等作成援助の援助決定を受けた被援助者が利用
できるシステム。センターからの照会に対する回答、一部の届出、償還残高の
確認をすることができる。
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■ 「第五世代システム構想」で目指す姿と５つの改革テーマ

■ 改革テーマ１、２への対応

As-Is To-Be

民事法律扶助の弁護士
費用等の立替えを受け
た利用者と支援セン
ターとのやりとりは、
電話・対面・郵送が主

利用者向けポータルにより、以下を実現する
①センターからの通知のデジタル化
②弁護士・司法書士費用の償還状況の確認

利用者の利
便性向上

契約弁護士・司法書士
と支援センターとのや
りとりは、電話・対
面・郵送・FAXが主

弁護士・司法書士向けポータルにより、以下を実
現する
①契約弁護士・司法書士とセンターのやりとり
のデジタル化
②契約弁護士・司法書士が申込書・報告書等を
ポータルで直接入力することで、直接基幹シ
ステムにデータ取込みをできるようにする
③各種書類はデータ保存する

契約弁護
士・司法書
士の利便性
向上、連携
の円滑化

契約弁護士・司法書士
からの申込書・報告書
等を、支援センター職
員が基幹システムに手

入力している

申込書等の書類は
紙保存
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■ 改革テーマ３、４への対応
改革テーマ３「デジタル活用による新しい働き方の実現」及び改革テーマ４

「データ利活用の推進」について、以下の対応を行う。
As-Is To-Be

紙ベースの書類、電話、
FAX、郵送が業務の中
心であるため、テレ
ワークが困難

弁護士・司法書士向けポータルにより、データで
の取得が可能になり、場所にとらわれない働き方
が実現できる

デジタル活
用による新
しい働き方
の実現

業務上必要最小限の
データ入力にとどめて
いるため、データ利活
用の範囲が限られてい

る

弁護士・司法書士向けポータルで弁護士・司法書士
が直接データ入力してくれることで、直近で増加し
ている相談内容を分析する等のデータ利活用の可能
性が広がる

データ利活
用の推進

■ 改革テーマ５への対応（インフラ共通基盤の更改ポイント）
改革テーマ５「ITガバナンスの強化」について、インフラ共通基盤（業務端末、

各種サーバ等）の更改のポイントは、以下のとおり。

As-Is To-Be

データセンターにオン
プレミス環境で構築し
て運用しているため、
性能アップ等が困難で

あった

データセンターへ集約していたシステムの大部分
をパブリッククラウドへ移行。データ容量や性能
の変更が容易になる

①クラウド
サービスへ
の大部分の
移行

オンプレミスであるた
め、一度システムを構
築すると、スペックが
過剰であっても見直し

ができない

クラウドサービスのコストは、運用に入ってからの
見直しが可能になるため、定期的なリソースとコス
ト最適化を実現

②コストを
考慮した適
切なクラウ
ド構築と運

用

外部との連絡手段が
紙・FAX等がメインで
あり、データを送ると
してもメールでの対応

となっている

セキュリティが担保されたオンラインストレージの
活用により、司法関係者との簡易かつセキュアな情
報連携を実現

③クラウド
サービスを
活用したよ
り簡易かつ
セキュアな
外部との情
報連携

シンクライアント端末
はセキュリティ上の優
位性があるものの、
ネットワークへの負荷
が係る。また、端末の
スペックを有効活用で

きない

セキュリティを担保したFAT端末へ更改。シンクラ
イアントによるネットワーク等への負荷を軽減し、
セキュリティを担保したより快適な業務が可能とな
る

④セキュア
FAT端末へ
の更改
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■ システム概要図の As-Is と To-Be
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■ 第五世代システム更改スケジュール（令和５年度から令和10年度）
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ウ 生成AI活用ロードマップ
法テラスにおいては、令和10年度にローンチ予定の第五世代システムを前提とし

た生成AI活用方法を模索しているところ、令和８年度より、情報システム管理課、
DX推進室及び特定施策推進室が連携して、組織的な生成AIの活用を目指したロード
マップを描いて検討を進めている。

本格的に導入する前段階として、生成AIの活用を可能にする関連規程の整備や利
活用のためのマインドセットの構築が求められているところ、現在、生成AIの利点
のみならず注意すべき点も踏まえたガイドライン等の策定を急いでいる。
以下は今後の具体的なステップであり、①として生成AIを利用するためのガイド

ラインの策定を行っているところ、これに引き続き、②で本部のみならず地方事務
所において活躍する職員の協力を求めて試行を開始し、③で全組織展開をするため
の教育等のプラットフォーム、コンテンツの作成準備を行う予定である。

①基盤構築（ルールと環境）

②先行試行（検証と修正）

③全組織展開（共有と定着）

未活用

Phase 1
個人的な
業務利用

Phase 2
全組織的
活用

Phase 3
業務の
再構築

生成AIは
遠い存在

柔軟な発想を持つ職員
による利活用方法の模
索と「機運の醸成」

学びの機会と参考
情報の共有を通じ
た活用の促進

生成AIを前提とし
た業務の再構築と
効率の最大化現在地
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１－２ 政府・地方公共団体における業務効率化・生成AI活用の取組

１ フロント業務 26

⑴ 神戸市の取組

⑵ 北九州市の取組

２ バックオフィス業務 32

⑴ 業務効率化・生産性向上の視点

⑵ デジタル技術・生成AIを用いた生産性向上のための取組

ア 政府・地方公共団体の取組

イ 神戸市の取組
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１ フロント業務 － ⑴ 神戸市の取組

■ 神戸市におけるAI電話導入の意義と課題

26

（神戸市提供資料）
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（神戸市提供資料）

１ フロント業務 － ⑴ 神戸市の取組



28

（神戸市提供資料）

１ フロント業務 － ⑴ 神戸市の取組



１ フロント業務 － ⑵ 北九州市の取組

■ 小倉北区役所におけるAIを活用した電話問合せ業務改善実証実験
※ 以下の資料は、北九州市から提供を受けた実証実験資料を基に、事務局におい
て要約・再構成したものである。

29

（北九州市提供資料）
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（北九州市提供資料）

１ フロント業務 － ⑵ 北九州市の取組
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（北九州市提供資料）

１ フロント業務 － ⑵ 北九州市の取組



２ バックオフィス業務 － ⑴ 業務効率化・生産性向上の視点

■ 業務見直しアプローチ

内閣官房に設置されていた業務の抜本見直し推進チームは、業務見直しのア
プローチを、「政策目的に照らしたアプローチ」と「今の業務をよりよくする
ためのアプローチ」に大別し、廃止や削減といった「作用別」の軸で、業務見
直しの類型を大まかに整理した。（詳細については、添付資料５参照）

（内閣官房HP「業務の見直し」内の「業務の見直し 着眼点のヒント集Ver2.1」（令和4（2022）年12月）より引用）

「業務見直し」作用別分類表（概括版）

32



２ バックオフィス業務
⑵ デジタル技術・生成AIを用いた生産性向上のための取組

ア 政府・地方公共団体の取組

■ デジタル活用による業務時間創出
デジタル庁においては、デジタル活用による業務時間創出を行い、担い手不

足の補完・業務の質の向上・人手を割くべき業務への注力等を実現しようとし
ている。

（内閣官房HPのデジタル行財政改革会議（第１４回）デジタル行財政改革担当大臣提出資料より引用）
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■ ガバメントAI 源内

（デジタル庁 各府省庁DX推進連絡会議（第５回）・デジタル社会推進会議幹事会（第22回）合同会議資料より引用）

（デジタル庁HPより引用）
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２ バックオフィス業務
⑵ デジタル技術・生成AIを用いた生産性向上のための取組



イ 神戸市の取組

■ バックヤード（バックオフィス）の業務効率化
○ 年間約145万時間に及ぶバックヤード業務を、全庁調査や個別ヒアリングに基づ
き、業務のボリュームゾーンを捉えて、フロントヤード業務からバックヤード業務
までを一気通貫で最適化・効率化
○ フロントヤード（市民接点）において、電子・窓口・郵送のチャネルから申請
された情報を、バックヤードの申請管理システムで一元管理することにより、審査
や入力業務などの効率化を実現する

（神戸市提供資料より引用）

２ バックオフィス業務
⑵ デジタル技術・生成AIを用いた生産性向上のための取組
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イ 神戸市の取組

■ AI利活用の例

［事例］

○ リスクアセスメント

（神戸市提供資料より引用）

２ バックオフィス業務
⑵ デジタル技術・生成AIを用いた生産性向上のための取組
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２政府・地方公共団体における業務効率化・生成AI活用の取組

イ 神戸市の取組

■ プロンプト事例集（一例）

※ 神戸市では、現在Copilotを全庁利用しており、ChatGPTの利用は行っていない

(※)

（神戸市提供資料より引用）

２ バックオフィス業務
⑵ デジタル技術・生成AIを用いた生産性向上のための取組
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ｃ

添付資料１ サポートダイヤル問合せ分野別内訳の推移
（平成２０年度から令和６年度）

平成20年度

平成22年度

平成24年度

平成26年度

平成28年度

平成30年度

令和2年度

令和4年度

令和6年度

金銭の借入れ 男女・夫婦 相続・遺言

労働 民事法律扶助 借地・借家

金銭の貸付け 各種裁判手続 その他（生活上の取引）

その他

20.7

19.2

13.2

13.3

13.5

14.1

15.6

18.4

20.3

15.5

16.7

17

16.9

15.2

14.4

13.9

13.8

12.4

6.9

6.8

6.5

6.6

6

5.7

6.1

6.6

5.7

6.2

7

9.2

8.3

7.7

7.4

7.6

7.3

6.6

4.3

5.1

4.9

5.4

9.4

13.7

11.5

8.6

11.7

3.5

3.5

3.5

3.9

3.8

3.4

3.6

3.2

3

2.8

2.4

3.4

4.1

4.5

4.3

4.5

4.6

4.1

34.2

33.6

37.2

36.3

35

32.7

32.8

32.5

31.3
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「みなさん、おはようございます」。宮城県内のオフィスビルにあるサポー
トダイヤルのフロア。スーパーバイザー（SV）の田村は朝シフトで出勤してき
たオペレーター（OP）約60人に、大きな声であいさつした。サポートダイヤ
ルの一日は「朝会」から始まる。

「先日、パワーハラスメント防止法が施行されました。連日メディアで大き
く取り上げられており、社会の関心が高まっています」。田村は、この日の問
合せに影響のありそうなトピックスや注意事項などを伝達した。

SVは、サポートダイヤルのOPの応対内容・品質・運営などの現場監督・管
理を担っている。OPの経験を生かしてSVに就いた者もいれば、各地の法テラ
スで他業務を経験して就いた者もいる。このように様々な経歴を持つSVがいる
ことにより、サポートダイヤルに入電する問合せへの幅を広げている。

朝会が終わると、OPはヘッドセットの準備を始めた。今日は月曜日。サポー
トダイヤルの１週間がスタートした。

添付資料２ 法テラス・サポートダイヤルでの１日

８時４５分

９時００分

業務開始。待ちかねたように業務フロア内の電話が一斉に鳴り始めた。月曜
は１週間のうち、最も問合せ件数が多い。特に午前中は、電話のコール音が途
絶えることはない。河野の電話にもコール音が鳴り、電話を取る。

電話をかけてきたのは、勤務先の飲食店を解雇された近畿地方の従業員男性
だ。新型コロナウイルス感染症の影響で売上が激減し、突然解雇されたとのこ
と。サポートダイヤルには、相談内容に対応する法制度や関係機関の相談窓口
情報等を検索するデータベース（情報提供システム）がある。

河野は話を聴きながら、適切な情報を検索する。解雇に関連する労働法制、
相談窓口としては弁護士や労働局が考えられることを伝えると、「わかりまし
た、早速電話してみます」と少しほっとしたような口調。相談先で、解決する
方向に進めばいいが…。そう思いながら電話を終えると、河野は案内したFAQ
や相談窓口等の情報を情報提供システムにすばやく入力した。入力されたデー
タは、問合せ傾向などを分析するための基礎になる。入力を終えるとすぐに次
のコール音が鳴り、河野は電話を取った。

39（令和元年度法テラス白書より引用）



昼休憩の時間になった。サポートダイヤルでは昼の時間帯も休むことなく問
合せ対応を続ける。そのため、昼休憩は交代制だ。受電状況が落ち着いた僅か
なタイミングで、SVから昼休憩の指示が出る。河野は数名のOPと共にフロア
を出て休憩室に向かった。

１１時３０分

１４時００分

午後も電話は鳴り続けている。OPの内藤は、時折相づちを挟みながら、利用
者の話にじっと耳を傾けていた。電話口の女性は声からもわかるほどに憔悴し
ている。結婚して３年。夫が不倫していることを知ったが、離婚に踏み切るべ
きか、夫婦関係の再構築を目指すべきか…。これからどうしたらよいかわから
ず、思い悩んでいるようだった。

内藤は利用者の気持ちに寄り添いながら、少しずつ女性の状況や不安に思って
いることなどを聴き出し、整理していく。「離婚や慰謝料の話はまだ考えられ
ない。まずは夫と話し合いたいが、直接夫と話すと冷静になれない気がして
…」。

内藤は、家庭裁判所の夫婦関係調整調停の手続と、気持ちを整理する手助け
になればと、女性が住む関東地方の自治体の女性相談窓口の電話番号を案内し
た。

女性は内藤と話をしたことで、自分の気持ちや今後の方向性が整理できたと
感じ、安心したのだろうか。感謝の言葉を述べて電話を切る女性の声は、少し
落ち着きを取り戻していた。

１４時３０分

内藤の電話応対はいつもより長引いた。途中から内藤の電話応対の状況をモ
ニタリングしていた田村は、内藤の電話応対が終わると「お疲れさま」と声を
かけ、このタイミングで少し休憩をとるよう指示した。内藤はほっとした顔を
して、休憩室に向かった。

40

添付資料２ 法テラス・サポートダイヤルでの１日

（令和元年度法テラス白書より引用）



１６時４５分

９時から電話応対業務に就いた朝シフトのOPが退勤する時間が近づいてきた。
入れ替わりに16時45分からの夕方シフトのOPが出勤してきた。サポートダイ
ヤルの勤務は６パターンのシフト制。シフト交代時にその都度、朝会と同様引
継のミーティングを行っている。

SVの田村は、夕方から出勤してきたOPとのミーティングを始めた。「本日
は、午後の情報番組で法テラスの名前が出た影響で、入電件数が増えていま
す」。田村は、朝会でのトピックスや注意事項に加えて、最新の情報なども伝
える。

夕方から夜にかけては、仕事などの事情で日中電話をかけることが難しい人
からの入電が増える。

１８時００分

夕方シフトで出勤してきたOPの平山が電話を取った。「ちょっと聞きたいこ
とがあるんですけど」。平山の声をさえぎるように、男性が勢いよく話し始め
た。中部地方の小都市からかけているという。相続に関する問題のようだが、
トラブルの相手方である親族への怒りが激しく、平山が声をかけても耳に入ら
ない。内容も複雑そうだ。

平山は、SVの三浦に指示を仰ぐべく手を挙げる。三浦は業務終了まで担当す
るため昼過ぎに出勤し、平山らOPの様子をモニタリングしていた。

三浦は手が挙がったのを見るとすぐに平山の席に駆け寄り、平山に、きりの
いいタイミングで男性に声をかけ、いったん電話を保留にするよう指示した。
保留の間、三浦は平山に、込み入った内容なので問題点を整理するにとどめて、
弁護士など法専門家との相談を案内するよう指示した。

保留を解除すると少し冷静さを取り戻していた男性に対し、平山は、法テラ
スの無料法律相談を受けられるか確認することにした。男性の収入や資産の状
況を尋ねると、法テラスの無料法律相談が利用できることが分かった。

通常、このまま男性の希望する地域の法テラス地方事務所へ転送するが、既
に地方事務所の業務時間を過ぎている。平山は、男性からの入電記録を情報提
供システムに残し、該当の地方事務所と共有。男性に明日以降、ご自身で地方
事務所へ電話をしていただくよう案内した。

41

添付資料２ 法テラス・サポートダイヤルでの１日

（令和元年度法テラス白書より引用）



２１時００分

サポートダイヤルの業務終了時間になった。新規の電話受付が停止された。
ひとりまたひとりと、OPの応対が終了していく。電話のコール音が止まったサ
ポートダイヤルに、事後処理のためのキーボード音だけが響いている。最後に
入力し終えたOPが三浦に「お疲れ様でした。」と言って、業務フロアを去って
いった。

２１時３０分

OPの全員が退勤し、あとは明日の業務に向けての準備。新型コロナウイルス
感染症の拡大以降、パソコン、電話機などは各OPが毎日消毒を行っている。

自分の席の消毒を終えてSVの三浦は業務フロアを見渡した。今日も一日の業
務が終了した。安堵しながら、電気を消してドアを閉めた。

こうしてサポートダイヤルの１日が終わった。
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添付資料２ 法テラス・サポートダイヤルでの１日

（令和元年度法テラス白書より引用）



添付資料３ 法テラスWebサイトのチャット利用例

■ チャットシナリオ
○ 初回メッセージのメニューに様々な項目を追加することで、利用者のニーズに
合ったチャットを展開することができる。
また、初回メッセージは自由に追加・変更が可能なので、急な要請にも対応でき

る。

○ チャットボット（無人チャット）は、シナリオ型となっており、ボタンを押下す
るごとに、相談内容のカテゴリーが分岐・細分化され、利用者の相談内容に合致し
たFAQを案内する。
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添付資料３ 法テラスWebサイトのチャット利用例

■ チャットによる相談窓口案内
○ FAQのみではなく、相談窓口の案内を希望する場合、例えば「HPで法テラスの
相談窓口を調べたい」を選択すると、以下のような分岐をする。
「お近くの法テラス」のページに遷移させることで、コールセンター等を経由

しない直接の法律相談予約を促進させる。

○ WebサイトのURLを表示させることで、サイトのナビゲーションをする役割も
可能。例えば、「法テラスをご利用中の方」のページ画面に遷移させることがで
きる。
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○ 自由入力欄に記載した場合、登録したFAQをもとに、機械学習で判断した適切
なFAQを複数提案する。
以下は「離婚」や「借金」に関連して自由入力して出力された例。

45

添付資料３ 法テラスWebサイトのチャット利用例



46

添付資料４ 法テラスへの提出書類 書式等一覧
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添付資料４ 法テラスへの提出書類 書式等一覧



48

添付資料４ 法テラスへの提出書類 書式等一覧

※132、135～137、143は、令和6年4月1日以降に選定請求又は指名通知請求があった事件の報酬等請求用の書類である。
※133、138～140、144は、令和6年3月31日以前に選定請求又は指名通知請求があった事件の報酬等請求用の書類である。
※146～164は、令和6年4月1日以降に指名通知請求又は最初の事件の起訴があった事件の報酬等請求用の書類である。
※165～171、173、175、176、178～185は、令和6年3月31日以前に指名通知請求又は最初の事件の起訴があった事件の報酬
等請求用の書類である。

※172、174、177は、令和6年3月31日以前に指名通知請求又は最初の事件の起訴があった事件について、原審の記録に丁数の記
載がある場合の報酬等請求用の書類である。



添付資料５ 業務見直し着眼点ヒント集Ver2.1（抜粋）

（内閣官房HP「業務の見直し」内の「業務の見直し 着眼点のヒント集Ver2.1」（令和4（2022）年12月）より引用）
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（内閣官房HP「業務の見直し」内の「業務の見直し 着眼点のヒント集Ver2.1」（令和4（2022）年12月）より引用）
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添付資料５ 業務見直し着眼点ヒント集Ver2.1（抜粋）



（内閣官房HP「業務の見直し」内の「業務の見直し 着眼点のヒント集Ver2.1」（令和4（2022）年12月）より引用）
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添付資料５ 業務見直し着眼点ヒント集Ver2.1（抜粋）



（内閣官房HP「業務の見直し」内の「業務の見直し 着眼点のヒント集Ver2.1」（令和4（2022）年12月）より引用）
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添付資料５ 業務見直し着眼点ヒント集Ver2.1（抜粋）



■ 業務見直しの事例集
○ 農地台帳情報のインターネット公開

農業参入促進を目的として農地台帳のインターネット公開を検討した際、
当初は個々の農業委員会が保有する個別システムの改修で対応する予定で
あった。しかし、検討の中で、これでは全国横断で検索ができないと判明
したため、政策の大目的に立ち返り、データ形式・用語を統一した全国一
元的なクラウドシステムを整備した。これにより、誰でも全国から希望す
る農地を検索できるようになった。

○ ハローワークにおける相談対応
ITリテラシーのある求職者・求人者を含む多くの来所者対応に追われ、

就職困難者への相談時間が限られていた。インターネットサービスの充
実・オンライン手続の新設によりITリテラシーのある層の来所を減らした
結果、職員の余力を就職困難者への丁寧な相談対応に集中させることがで
きた。

（内閣官房HP「業務の見直し」内の「業務の見直し 着眼点のヒント集Ver2.1」（令和4（2022）年12月）より引用）
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添付資料５ 業務見直し着眼点ヒント集Ver2.1（抜粋）
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